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▼厚労相指定法人・一社 いのち支える自殺対策推進センター 代表理事

▼一般社団法人 自殺対策全国民間ネットワーク 代表

▼超党派「自殺対策を推進する議員の会」アドバイザー

▼元ＮＨＫ報道ディレクター

主に「クローズアップ現代」などを担当。自死遺児たちの取材をきっかけに、自
殺対策の重要性を認識。2004年にNHKを退職し、ライフリンクを設立。

以降、自殺対策の法制化や自殺対策の地域モデル作り、自殺の実態調査（自
殺で亡くなった523人に関する聞き取り調査）や自殺対策のためのSNS相談等
に関わる。

▼誰も自殺に追い込まれることのない「生き心地の良い社会」の実現を目指して、
それに必要なことは何でもするという決意で取り組んでいる。
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令和３年中における自殺の状況
令和４年３月15日

厚生労働省自殺対策推進室
警察庁生活安全局生活安全企画課
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文部科学省児童生徒課「コロナ禍における児童生徒の自殺の現状と対策について」より抜粋



新たな自殺総合対策大綱を見据えた今後の課題

～子ども（児童生徒のみならず）の自殺対策の強化～

１）子どもの自殺対策を推進する責任体制の明確化
こども家庭庁に「子どもの自殺対策推進室」を設置し、専任の管理職を

配置すること。
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大綱素案における「体制」に関する記述



新たな自殺総合対策大綱を見据えた今後の課題

～子ども（児童生徒のみならず）の自殺対策の強化～

２）「子どもの自殺危機対応チーム」の全国展開
学校と地域が連携して「自殺の危機にある子ども（子どもと家庭）」を支援する
ための枠組みを全都道府県において作ること。

こども家庭庁が取り組む「子どもの自殺対策」の重点施策のひとつとして位置
付けること。
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大綱素案における「危機対応チーム」に関する記述



新たな自殺総合対策大綱を見据えた今後の課題

～子ども（児童生徒のみならず）の自殺対策の強化～

３）子どもの自殺実態に関する分析
文科省が単独で実態分析を行うのではなく、厚生労働大臣指定法人・一般社
団法人「いのち支える自殺対策推進センター」の協力を得て、多角的な視点
から子どもの自殺実態に関する分析を行うこと。
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大綱素案における「実態分析・実態把握」に関する記述



新たな自殺総合対策大綱を見据えた今後の課題

～子ども（児童生徒のみならず）の自殺対策の強化～

４）小中学生に対する精神疾患に関する教育の推進
精神疾患の発祥平均年齢は14歳といわれる。今年度から高校において精神
疾患に関する教育が始まったが、それでは遅い。精神疾患は、早期発見・早
期治療が鍵。教職員や保護者への啓発も含めて行うこと。重要な自殺の0次
予防になり得る。
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大綱素案における「児童生徒の精神疾患教育」に関する記述



新たな自殺総合対策大綱を見据えた今後の課題

～子ども（児童生徒のみならず）の自殺対策の強化～

５）ひとり一台端末を活用した自殺対策の推進
PCやタブレットは、子どもの命を守るための重要ツールとなり得る。しかし、
そうした視点での活用が行われていない。子どもの自殺対策のために、ひと
り一台端末を徹底して活用すべき。
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大綱素案における「ひとり一台端末・ITツール」に関する記述
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子どもたちは、日本の未来。
その子どもたちが、自殺で亡くなっているということは
日本の未来が失われているということ。

子どもの命を守るのは、大人の責務。
私たち大人が、責務を果たすために行動すること。
行動でしか、この状況を変えることはできない。

行動あるのみ。


